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六 車 秀 之 の 提 言 

 

（2015 年８月 10日） 

第 124 回ダイナミック流通・ＳＣ戦略セミナーにおける「第４次梅田流通大戦争物語」の 

講演を踏まえてのネクスト提言 

世界最強かつ 21 世紀の最適なる中心市街地 

としての梅田商業街区の創造 

－ ニューモダン消費時代の都心商業のあり方と世界に誇る 

世界を相手にする超・大繁華街としての梅田街区の挑戦 － 
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１．都心商業と郊外商業のポジショニングの変遷 

（１）都市構造のメカニズム 

産業革命が起こる前（18世紀半ば以前）は都市部と田園部が明確に分離されていましたが、産業革

命が起こり都市に人口が集中し、今日のような都心と郊外という概念が成立しました。 

産業革命（18～19世紀）以降の都市構造のメカニズムは、アメリカとヨーロッパでは異なる道を歩

みました。産業革命による大量生産→大量販売→大量消費の経済システムは、ヨーロッパ諸国は植民

地主義により国外に消費マーケットを求めたのに対して、アメリカは国内の中産階層を育てて国内消

費マーケットを求め、国民を豊かにすることにより経済力を発展させました。アメリカで育った中産

階層は新しいアメリカ流ライフスタイルを創出し、それが消費を高めて経済を発展させ、さらにアメ

リカ流のライフスタイルの進化がまた経済の発展に結びつきました。居住空間も、都市部（中心市街

地や周辺市街地）への人口集中（地方から都会への人口移動）、さらに都心から郊外へと人口が大移動

し、現在のアメリカのサバーバンエリアを中心としたアメリカ流ライフスタイルの居住空間が生まれ

ました。しかし、アメリカでは自動車社会になるとハイウェイを中心とした車による交通手段が中心

となり、同時に人種問題によるスラム化や都心のスプロール化によるドーナツ化現象によって都心が

崩壊し、都市部では郊外のみが居住空間となりました（都市のドーナツ化現象）。 

日本は戦前こそヨーロッパ諸国の植民地主義で産業革命による大量生産の受け皿としての消費マー

ケットを海外に求めましたが、戦後はアメリカ流の居住空間やライフスタイルが浸透し、国策として

自国民の所得を高めて中産階層を育て、消費大国による経済発展を遂げました。それゆえに、日本は

ＧＤＰの60％以上（アメリカは70％以上）を消費が占めています。日本も1970年代以降に地方から

都心へ、都心から郊外への人口大移動が起こり、アメリカ流の都市構造となりました。ただアメリカ

と異なるのは、日本の大都市圏は大量交通手段の充実により都心を形成する中心市街地ならびに周辺

市街地（旧下町）は崩壊せず、都心と郊外は異なる役割を持って共存する居住区間を形成しています。

しかし、三大都市圏以外は大量交通手段が発展していませんので、アメリカの都市構造と類似してい

ます。それゆえに日本では、三大都市圏はアメリカと異なる都市構造、三大都市圏以外はアメリカと

同様の都市構造となりました。 

日本の三大都市圏は、20世紀の都市構造の代表である「自動車社会」を基軸としたアメリカ型では

なく、21世紀の都市構造である「大量交通手段（マス交通手段）と車（パーソナル交通手段）」が融合

しており、まさに理想的な都市構造です。しかし、例外的にアメリカのニューヨークは日本の三大都

市圏と類似した鉄道と車が融合した交通体系となっています。 

21世紀志向である日本の三大都市圏の都市構造は次の通りです。 

立 地 タ イ プ 日本で言えば 

都
市
部 

都心 
中心市街地 

ダウンタウン 
都心の中の業務・商業の中心エリア 

周辺市街地 旧下町の住職混合エリア・現在の住職近接住宅エリア 

郊外 
第１次サバーバンエリア 1980 年代までに郊外化した成熟郊外エリア 

第２次サバーバンエリア 1990 年～現在、郊外化が進展している振興郊外エリア 

ローカル部 
第１次カントリーエリア 大都市と回遊性が高いカントリーエリア 

第２次カントリーエリア 大都市から独自型のカントリーエリア 
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（２）郊外商業基軸の時代から都心商業と郊外商業の融合の時代 

アメリカでは1900年代から郊外化が始まり、1945年の第２次世界大戦後に郊外化が加速しました。

日本は 1956 年（昭和 31 年）頃から地方から都心へ人口の大移動が起こり、1970 年代から 1980 年代

に郊外化が大進展して都心と郊外の間に交通体系（鉄道と道路）が整えられ、鉄道と自動車の２つの

交通手段が共存する都市構造となりました。同時に、日本は駅を中心とした都市構造ならびに人口密

度の高さにより、徒歩・自転車の交通手段が加わって「鉄道」「自動車」「徒歩・自転車」が三位一体

となった都市構造ができ上がりました。 

商業的には、都心商業と郊外商業のポジショニングにおいて次のような変遷が起こりました。 

①第１段階：都心商業と郊外商業の共存共栄時代 

1945～1960年頃で、都心には百貨店と路面型ストリート街区、郊外には商店街があり、互いに

商業レベルが全く異なって共存共栄していました（まだ消費スタイルが本格化していないプレモ

ダン消費時代の都心と郊外の商業のポジショニング）。 

②第２段階：都心商業に対する郊外商業の基軸の時代 

モダン消費時代（モノを買い、モノを消費し、モノを所有し、モノを使用することの連続性が

喜びと感じる生活向上型の消費スタイル）となると、旺盛な消費を郊外で独自に賄うＳＣが続々

と開発され、1960～2010年まで都心商業に対する郊外商業基軸の原則が適用される時代となりま

した。この「都心商業に対する郊外商業基軸の原則」とは、都心と郊外が同じレベルで競争する

と郊外商業が勝つ、それゆえに都心商業は郊外商業が真似のできないレベルでないと長期低落化

あるいは崩壊の道を歩むという流通理論です。これは、小商圏業態が大商圏業態と同じレベルで

競争すると小商圏業態（消費者の身近で商売する商法）が勝つ、それゆえに大商圏業態は小商圏

業態が真似のできないレベルでないと成立しないという理論の応用です。 

1971～2010年までの40年間のうち前半1971～1990年の20年間、郊外ＳＣは「ＣＳＣ＝コミュ

ニティ型ＳＣ」（ＧＭＳを核店とする売場面積15,000㎡、売上150億円、テナント60～80店舗、

駐車台数1,000台の中型ＳＣ）が主力でした。この段階では都心商業は郊外商業との異質性を持

つことで対応できました。しかし、1991～2010年までの後半20年間の郊外ＳＣは「ＲＳＣ＝リー

ジョナル型ＳＣ」（ＧＭＳとサブ核店の複数の核店揃えとし、さらにランブリングショッピング

モールを備え、売場面積50,000～70,000㎡、売上300億円、テナント150～200店舗、駐車台数

3,000 台以上の大型ＳＣ）が主力となり、都心商業は長期低落化、そして地方都市における都心

商業は崩壊の道を歩みました。 

③第３段階：都心商業回帰の時代と郊外に真似のできない都心商業の時代 

日本の消費レベルは1960年から始まったモダン消費が1988年にモノ離れ現象により終焉を迎

え、ポストモダン消費（モノ離れした後のニューモダン消費までの過渡期のモノ余り・デフレ経

済志向の消費）の時代になりました。同時に、1991年からスタートしたＲＳＣも2014年末で317ヶ

所となり、2011～2015年までは郊外ＳＣの飽和時代（一通り全国にＲＳＣが量的に行き渡った段

階）となり、郊外ＳＣの飽和による「ＲＳＣの当たり前化現象」（ＲＳＣ自体に斬新さを感じない

時代）が起こって今までの郊外ニーズに対してより斬新なニーズを求めるようになり、その受け

皿として都心の商業施設が対応する役割となりました。 

アメリカでは都心商業が崩壊していますので、基本的には郊外の中のより高次元立地に中心市

街地の役割を持つハイクオリティ＆レジャー・リゾートニーズ対応のＳＣが開発されています。

日本の三大都市圏では、郊外ＲＳＣの当たり前化による新たな斬新ニーズは、長期低落化の道を

歩んでいた中心市街地商業の再生に結びつき、郊外には真似のできない商業が都心回帰という形

で確立されています。これが、2000 年頃から始まり 2025 年頃まで続く三大都市圏（東京圏・大

阪圏・名古屋圏）と地方拠点都市（札幌、仙台、広島、福岡等）の中心市街地の再生計画です。 
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２．中心市街地の街区構造と商業ニーズ 

（１）中心市街地の街区構造 

では、中心市街地はどのような都市構造から成り立っているのでしょうか。中心市街地は、その果

たすべき役割により次の６つの街区から成り立っています。 

街 区 内   容 

１ 商業街区 広域かつ郊外とは明確に異質化した商業街区 

２ ターミナル街区 複数の鉄道・バスのターミナルで都心の玄関街区 

３ オフィス街区 事業所及びオフィスワーカーの存在する業務街区 

４ 歓楽街区 飲食やアミューズメントやナイトレジャーのレジャー街区 

５ パーク街区 公園、河川、城、広場…等の都心の安らぎ街区 

６ 都市型住宅街区 
郊外からの人口移動による高層化された住宅街区 
（一度はドーナツ化現象となったが、再度流入した人々の住宅） 

 

アメリカでは郊外商業基軸の原則に伴い商業街区が中心市街地では崩壊しており、また自動車中心

社会で鉄道網が発展していませんのでターミナル街区も存在しません。さらに、歓楽街区や都市型住

宅街区も存在しないため、基本的にはアメリカの中心市街地は「オフィス街区」のみです。ただ、ニュー

ヨークは日本の三大都市圏の中心市街地並みに６つの全ての街区を持つアメリカにおける例外の都市

です。 

日本の三大都市圏の中心市街地も、アメリカ同様に 1970～1990 年頃まで住民の郊外への移動で中

心市街地の都市型住宅街区は大幅に減少しましたが、現在は交通機関の利便性や都心エリアでの住環

境の改善による居住空間の見直しや高齢化社会に対応した都市型住宅が開発され、都心の居住空間が

見直されて超高層マンションを中心に人口が増加しています。 

 

（２）中心市街地の商業ニーズ構造 

基本的にアメリカの中心市街地においては、ニューヨークを除いて商業ニーズは希薄です。日本は

中心市街地に６つの街区を持っているため、都心の中心市街地が持つ商業ニーズが郊外（サバーバン）

の商業ニーズとは異なるレベルで存在し、また、新しい商業ニーズが創出されつつあります。 

中心市街地の商業ニーズは３つのニーズから成り立っています。 

ニーズ 内 容 対象マーケット 
ニーズの割合 

2010 年 
まで 

2020 年
以降 

アーバンリゾート

ニーズ 

郊外からわざわざ出
向 し て く る 買 い 回 り
ショッピングニーズ 

広域圏の月間性頻度のマーケット 50％ 40％ 

アーバンコンビニ

エンスニーズ 

中心市街地を利便的

に利用するニーズ 

①ワーカー・事業所マーケット 
②ステーション利用マーケット 
③中心街へのビジターマーケット 
④中心市街地に住む居住者マー

ケット 

50％ 40％ 

アーバンツーリズ

ムニーズ 

中心市街地の商業施
設を観光・旅行感覚で
利用するニーズ 

①新おのぼりさんマーケット 
②インバウンドマーケット 
③郊外のあぶれマーケット 

- 20％ 
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2010年頃までは郊外のＳＣがまだ飽和状態ではなく、郊外型ＳＣ自体に斬新さ・革新性がありまし

たが、2011年以降はＳＣの飽和時代となって郊外ＳＣの当たり前化が起こり、より高次元の消費への

消費者の商業に対する欲求が高まり、その受け皿として従来の都心へ月に１回買物に出かけるといっ

たアーバンリゾートニーズとは異なる郊外立地から“滲み出る”マーケットが出現してきました。す

なわち、「郊外からのあぶれマーケット」の商業ニーズです。同時に、中心市街地の再生計画が大規模

かつ斬新・革新的に行われたため、旧おのぼりさん（田舎から物珍しさの観光・旅行客）ではなく、

「新おのぼりさんマーケット」として中心市街地の商業を物珍しさで観光・旅行気分で見物・買物・

飲食・遊ぶニーズがアーバンリゾートニーズの対象エリアよりも広域かつより低頻度、より遊び志向

で創出されています。さらに、訪日外国人の増大によるインバウンドニーズが急激に増大しています。

この「新おのぼりさんマーケット」「インバウンドマーケット」「郊外のあぶれマーケット」をアーバ

ンツーリズムニーズと呼びます。 

従来の中心市街地の商業ニーズは「アーバンリゾートニーズ」（わざわざ郊外から月間性マーケット

として出向してくるマーケットに対応するニーズ）と中心市街地の中での利便性（コンビニエンス）

ニーズである「アーバンコンビニエンスニーズ」は「ワーカー・事業所ニーズ」、駅利用者の利便性ニー

ズである「ステーションニーズ」、さらに中心市街地へ所用で来街する「ビジターニーズ」から成り立

ちます。中心市街地はアーバンリゾートニーズ「50％」、アーバンコンビニエンスニーズ「50％」のマー

ケットでしたが、21世紀型のニューモダン消費時代における中心市街地にはさらに「アーバンツーリ

ズムニーズ」が加わり、これらの商業ニーズが三位一体（40％対 40％対 20％の割合）で形成されま

す。 

 

 

３．梅田流通大戦（15年戦争）の内容・意義・果たす役割 

（１）梅田中心市街地の過去及び現在 

梅田中心市街地の商業は、以下のように過去から現在へと進んできました。 

①30年間以上、梅田街区の「１番立地」（ＪＲ、阪急、阪神のターミナル立地）は旧型の総合百貨店

である阪急百貨店、阪神百貨店、大丸百貨店（1983年春オープン）が独占し、中心部の変革はあ

りませんでした。 

②そのため、世の中の変化（新陳代謝）の受け皿は周辺の「２番立地」や「３番立地」に新しい今

風の商業施設が開発されることによって、梅田街区が「面的広がり」を持って維持されていまし

た。 

③ところが、１番立地に巨大総合百貨店（阪急うめだ本店）、巨大スペシャリティセンター（ルクア

大阪）、巨大スペシャリティ百貨店（ヨドバシカメラ）が開発されて梅田街区は「集中化」（最高

立地に最適業態が集中）し、周辺の拡大・面展開した商業施設への「マイナス波及効果」が起こっ

ています。 

④いわゆる梅田街区における商業施設の「仕切り直し」（適正立地・適正規模・適正業態の全面的見

直し）であり、不適正立地における不適正規模の不適合業態は「業態変更」が強いられます。１

番立地に１番規模の業態ができると、今までの梅田街区での既得権としての業態が崩壊し、仕切

り直しとなります。この現象は、今までが本来の一番立地に最強の商業が出店していなかった状

態での過渡期業態であったため、適正配置に基づく梅田街区の商業が急速に進化している途中で

す。 
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（２）第１次・第２次・第３次・第５次・第６次・第７次梅田流通大戦争 

梅田街区の商業は、郊外商業との異質性を持つ21世紀型商業街区へと進んでいます。梅田街区の流

通大戦争は2011年春からスタートし、2025年頃までの「15年戦争」の長丁場で行われることになり

ます。その内容は次の通りです。 

①第１次梅田流通大戦争（2011年春） 

大阪ステーションシティオープン 

・大丸梅田店（店舗面積64,000㎡） 

・ルクア（店舗面積20,000㎡） 

・三越伊勢丹（店舗面積55,000㎡） 

②第２次梅田流通大戦争（2012年秋） 

阪急うめだ本店オープン（店舗面積80,000㎡） 

③第３次梅田流通大戦争（2013年春） 

グランフロント大阪オープン（店舗面積40,000㎡） 

④第４次梅田流通大戦争（2015年春） 

三越伊勢丹がルクア イーレに業態転換（ルクア大阪の店舗面積53,000㎡） 

（三越イセタン55,000㎡がルクア イーレ33,000㎡に、40％縮小＝通路） 

⑤第５・第６・第７次梅田流通大戦争へと続く 

阪神うめだ本店の建て替え計画、郵政跡地計画、梅田北ヤード第２期 

⑥さらに、長期的には梅田駅前ビル（第１・第２・第３ビル・第４ビル建て替え？） 

 

（３）梅田流通大戦争の意義 

梅田街区の商業がニューモダン消費に対応した 21 世紀型の中心市街地へと進化するための流通上

の新陳代謝が梅田流通15年大戦争の理論上の意義です。 

消費はモダン消費からポストモダン消費（モダン消費の終焉後のモノ離れした後の経済下での消費）

を経て、ニューモダン消費（今までに存在していなかったニーズ＆ウォンツ、かつ今までに存在して

いたが切り口が異なるニーズ＆ウォンツで、消費者が斬新かつ革新的なニーズ＆ウォンツと感じるこ

とで再びモノに執着心を持つ消費）へと向かっています。同時に、郊外と都心商業のポジショニング

も変化し、さらに消費のグローバル化が起こって梅田街区を取り巻く商環境は大きく変化しました。

その時代の変化に従い、梅田街区の商業が30年間の沈黙を破り 50年に１回の経済の大変革、25年に

１回の流通の大変革に基づいて動き出しています。 

これは、既存商業の中でのパイの奪い合いという競争ではなく、新たなニーズ＆ウォンツの創出で

あり、旧型業態と新型業態の新陳代謝であり、それゆえにオーバーストアという概念ではありません。

第１次・第２次・第３次・第４次の梅田流通大戦争により、梅田街区の商業は店舗面積的には新宿街

区の商業を上回る規模で日本一となりました（しかし、売上高は新宿街区の商業のほうが上回ってい

ます）。量的には梅田街区の商業一応形として整いましたが、第５次（阪神梅田本店の建て替え計画）、

第６次（郵政跡地計画）、第７次（梅田北ヤード第２期計画）により、今後は梅田街区の商業の「多様

化と斬新さ」である質的強化が必要となります。 
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４．世界最強かつ21世紀の最適都心商業と梅田商業街区の挑戦 

（１）世界に誇る大繁華街への道 

世界には超・大繁華街（有名・有力ストアが大規模にストリート状に成立し、世界中から顧客を集

積している大繁華街）があります。例えば、大ニューヨーク（５番街、マディソン街、レキシントン

街、ソーホー）、大パリ（シャンゼリゼ通り）、大ロンドン（リージェントストリート）などです。ま

た日本にも、“大”東京駅周辺・丸の内・有楽町・銀座街区や“大”渋谷・原宿・表参道街区がありま

す。 

梅田街区の商業は第１次～第４次流通大戦争を通じて日本を代表する商業街区に脱皮し、さらに第

５次～第７次へと都市商業として進化しています。日本を代表する大・梅田街区になるプロセスにお

いては、新規出店の業態の優勝・劣敗や周辺エリアの商業施設へのマイナス影響といった課題も続出

していますが、21世紀のニューモダン消費時代における大・梅田街区への挑戦過程であり、30年ぶり

の適正立地に適正規模で適正な業態による適正配置が行われている過程です。まさに、梅田街区の商

業の再編成であり、新陳代謝上での課題であり、この課題は時代の変化における課題であるため、各

商業施設が新たな視点で自らの業態を立地と規模に見合った形で再構築すべきです。必ず正しい問題

解決は存在しています。 

 

（２）大繁華街になるための梅田商業街区のマクロ上の切り口 

世界に誇るスーパーパワー街区を形成するためには、３つのマクロ上の切り口が必要となります。

すなわち、第１に「イノベーション（大革新）」、第２に「ニューモダン消費（新消費）」、第３に「グ

ローバル（世界的）」です。 

１）イノベーション（大革新） 

経済は50年に１回、流通は25年に１回、企業コンセプトは８年に１回、ＭＤｉｎｇは３年に１回、

商品は３ヶ月に１回、過去の延長線上ではない変化が起こります。この潮流に対応するために過去の

延長線上ではない変化を行うことを「イノベーション（大革新）」と言います。特に25年に１回の流

通のメガトレンドは、流通業界の景色を一変させます。過去の第１回、第２回の流通の大変革におけ

るキーポイントと、今後の 2020 年に起こる第３回目の大変革のキーポイントを示すと下表の通りで

す。 

 年 度 変化のキーポイント 

第１次 

流通大変革 

1970年 

（1945年から 

25年目） 

①所得1万ドル時代による中産階級層の出現 

②車の保有率50％による車社会の到来 

③戦後生まれの団塊世代の社会進出によるライフスタイル革命 

（昭和ニューファミリー） 

④人口大移動時代の到来 

第２次 

流通大変革 

1995年 

（1970年から 

25年目） 

①旧大店法緩和による自由競争社会の到来 

②買物の学習経験の終焉よるポストモダン消費時代の到来 

③団塊ジュニアの社会進出によるライフスタイル革命 

（平成ニューファミリー） 

④デフレ経済時代の到来 

第３次 

流通大変革 

2020年 

（1995年から 

25年目） 

①戦後３回目の世代交代によるライフスタ

イル革命（もはやファミリーではない） 

②ネット販売・Ｅコマースによる買場革命 

③地球環境と人間関係を重視した社会革命 

④ニューモダン消費の消費革命 

ツー・トゥエンティ･

ソリューション 

（2020年問題の解決）
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2020 年はちょうど５年後であり、同時に５年前の 2015 年から本格的に起こる流通現象です。各流

通企業及び各ＳＣは 2020 年対策を真剣に考えなければいけない段階となりました。流通が大変革す

るときは、過去の延長線上のボトムアップ方式の改善も必要ですが、それよりも未来の視点（2020年

の流通大変革のキーポイント）からトップダウン方式の改革が必要となります。すなわち、現在、進

行中の流通現象は 1995 年の第２次流通大変革の延長線上の現象であり賞味期限の切れたキーポイン

トになりつつあります。それゆえに、新たな未来発想のリノベーションが必要となるわけです。梅田

街区の商業も同様のポジショニングに置かれています。 

 

２）ニューモダン消費（新消費） 

日本は1988年に統計上のモノ離れが起こり、1991年に日本発のバブル崩壊が起こり、その後1996

年から実質デフレ経済下にあります。モノ離れが起こった後は、ポストモダン消費としてモダン消費

と次の新しいニューモダン消費の過渡期に相当する消費経済となり、基本的には低迷経済かつデフレ

経済で、新たな活力のある消費は創出されません。その後、ポストモダン消費経済を乗り切った経済

は新たな消費時代を構築します。 

ニューモダン消費の内容は以下の３つです。 

①今までになかったニーズの創出 

②今までに存在していたが、切り口を変えたニーズの創出 

③その結果、価格弾力性(安いから買う、高いから買わないという購入動機)の希薄化  

そのために、モダン消費やポストモダン消費の延長線上の発想ではなく「需要創造」あるいは「顧

客創造」による「０から１の発想」あるいは「１から10の発想」(10から100の発想はイノベーショ

ンではありません)に基づくイノベーションが流通業界に必要となります。 

ニューモダン消費の集客の切り口(21世紀型消費)は、次のようになります。 

 

  

サムシングニュー

（物珍しさを伴う需要）
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消  費 内       容

ニューモダン 

消費 

日本の2011～2040年の30年間の経済 

モノ離れ時代→（新安定成長経済）→新創造ニーズ時代 

経済動向は20年間で２倍になる経済成長（年間3.5％の成長率） 
ニューモダン消費時代（成熟経済時代）のＧＤＰの3.5％の成長は、モダン消費時

代の7.0％（２倍）に相当→成熟経済時代はＧＤＰの増大より内部の新陳代謝 

３
つ
の
切
り
口 

第１の 
切り口 

20 世紀へのアンチテーゼ・ソリューション＆19 世紀以前のノスタ

ルジーから派生する消費行動 

①地球や自然環境に配慮した消費行動 

②絆や地域密着や人間の精神面に配慮した消費行動 

③古き良き時代の郷愁を感じる消費行動 

第２の 
切り口 

ライフスタイルの変化に伴う消費行動 

④20世紀への反発・社会倫理・社会正義から派生する消費行動

⑤所得の二極化に伴うライフスタイルから派生する消費行動 

⑥少子高齢化に伴うライフスタイルから派生する消費行動 

⑦ＩＴＣ社会のライフスタイルから派生する消費行動 

⑧趣味・遊び・レジャー・リゾート等のライフスタイルから派生

する消費行動 

⑨健康や安心・安全に配慮したライフスタイルから派生する消

費行動 

第３の 
切り口 

独自ノウハウで市場を創造する消費行動 

⑩超コンセプト(超こだわり・サムシングニュー)に対応した消

費行動 

⑪プレイスメイキング・借景・居心地感に対応した消費行動 

⑫クールジャパンを基軸とした消費行動 

⑬文化・教育・美術・歴史等の知的感性を基軸とする消費行動 

※クールジャパンは｢おもてなし・高サービス・親切・おもいやり｣「もったいない・モノの大切さ」

「こだわり職人技術」「地域・家族・友達の絆、交流、小経済圏、地域密着」ビジネスとして需要

創造することを意味します。 

 

３）グローバル（世界的） 

モノ離れした後の先進国（日本）が新たなマーケットを創造するには、前述の「イノベーション」

と「ニューモダン消費」を切り口とする消費以外に、発展途上国や新興国の成長経済国家を自らの成

長に取り込むことが必要です。 

すなわち、世界に誇る超・大繁華街を構築するにはインバウンドニーズ（訪日外国人から派生する

ニーズ）を商業街区に取り込むことが必要となります。日本政府は訪日外国人の目標値として2020年

に 2,000 万人、2030 年に 3,000 万人を見込んでいますが、2015 年現在で 1,800 万人は確実な状態で

す。実際には 2015 年 1,800 万人、2020 年 3,000 万人（政府修正）、2030 年 3,500 万人、2040～2050

年に5,000万人と想定されます。この訪日外国人は現在の「韓国」「台湾」「香港」「シンガポール」「中

国」から、「インドネシア」「マレーシア」「インド」「バングラディシュ」「ミャンマー」「ロシア」等
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の未開発国や発展途上国が新興国（モダン消費経済国家）として波及し、2050年の段階では5,000万

人が期待できます。また、国内での使用金額も１人当り20万円（2015現在時価）と想定すると2015

年で3.6兆円、2020年で６兆円になります（小売販売額の４％に相当）。 

一般的に、ある国の国民が海外へ旅行する段階として「モダン消費時代の海外旅行ブーム」（新興国

がモダン消費時代になって中所得層が増大した段階）が起こり、この段階の海外での消費がいわゆる

「爆買い」です。2010 年代の中国、2000 年代の韓国、1980 年代の日本です。日本もモダン消費時代

（1980 年から 1995 年頃）にはアメリカや韓国、東南アジア、西欧で爆買いをし、アメリカのニュー

ヨーク郊外にあるウッドベリーコモンズ（アウトレットセンター）では売上の４割が日本人と言われ

ていました。しかし、モダン消費が終焉し海外旅行の学習経験が終焉を迎えると、モノを買うことが

少なくなります。モノを爆買いしない代わりに、海外でのカルチャー消費（その国の持つ固有の特性

である異文化＝自分たちが持っていない文化をメカニズム的に体験・体感する消費）に変わります。 

日本は周辺に「巨大な人口（40億人以上）」と「巨大な潜在的新興国」のマーケットを持っており、

その潜在的新興国が順繰りに新興国となり爆買い消費の時代、その後のカルチャー消費の時代となり

ます。日本がニューモダン消費の先進国としてのポジショニングを確保し、クールジャパンという日

本固有の異文化を維持することによりインバウンドニーズは長期的に獲得可能であり、その受け皿と

しての超・大繁華街（アジア最大の魅力ある街区で、アジア全体あるいは世界を相手にする究極の繁

華街）の可能性が高まります。 

ここで、日本及びアジアの観光・リゾートにおける「ヨーロッパ現象化」について述べます。2000

年から2050年にかけてアジア諸国では中間所得層や富裕層が増大し、観光・リゾートの目的で域内の

国境を越えて頻繁に行き来するようになります。このような現象は、先進国であるヨーロッパで起こっ

ており、そのためこれをヨーロッパ現象と言いますが、ヨーロッパ諸国の観光・リゾートのインバウ

ンドマーケットは巨大になっています。アジア諸国の 2050 年の人口は 35 億～45 億人となり、ヨー

ロッパの５億～６億人に対して６～８倍のインバウンドニーズが潜在的に存在しています。2050年を

最高潮として、アジアにおけるインバウンドマーケットは大成長します。 

 

（３）梅田街区の超・大繁華街への挑戦 

１）梅田街区における商業の現状 

私は梅田街区が 21 世紀志向の超・大繁華街に最も適した街区になる可能性を持っていると思って

います。 

現在の梅田街区の商業は、ほぼ満杯状態であらゆる業態が揃っており、もうこれ以上の商業は必要

ないと言われています。しかしながら、梅田街区の商業を世界に誇り、世界を相手（主力はアジア）

にする「超・大繁華街」になるというレベルから考えないとエアポケット（空白マーケット）が見え

てきません。 

そこで、現状の梅田街区の商業の実態を調べると次の通りです。 

【業態別売り場面積】 

業態名 
売場面積 売上高 売場効率 

(1㎡当り)売場面積 構成比 売上高 構成比 

総合百貨店 197,683 ㎡ 33.2% 345,000 百万円 44.4% 1,745 千円

スペシャリティ百貨店 80,821 ㎡ 13.6% 142,000 百万円 18.3% 1,757 千円

ファッションビル 208,832 ㎡ 35.1% 207,000 百万円 26.6% 991 千円

地下街（駅ビル） 107,344 ㎡ 18.1% 83,500 百万円 10.7% 778 千円

合     計 594,680 ㎡ 100.0% 777,500 百万円 100.0% 1,307 千円
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梅田街区は、売場面積が約 60 万㎡、売上高（推定）は 7,800 億円の巨大マーケットを持っていま

す。その商業施設別の内訳は次表のようになっています。 

 

＜梅田商業街区における商業施設の現状の推計＞（弊社にて各種資料を基に推計） 

業態 施設名 売場面積 売上高 備 考 欄 

総
合
百
貨

店 

阪急百貨店 80,000 ㎡

345,000 百万円

 

大丸百貨店 64,000 ㎡  

阪神百貨店 53,683 ㎡ 建て替え 2021 年完全完成・面積は現状のままと想定

百
貨
店 

ス
ペ
シ
ャ
リ
テ
ィ 

阪急メンズ館 14,226 ㎡

142,000 百万円

 

ヨドバシマルチメディア梅田 45,000 ㎡  

ロフト 9,000 ㎡  

チャスカ 6,600 ㎡  

堂島アバンザ 5,995 ㎡  

フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
ビ
ル 

ルクアＯＳＡＫＡ 53,000 ㎡

207,000 百万円

ルクア＋イーレ 

ヘップファイブ 21,200 ㎡  

ヌー茶屋町 14,450 ㎡ ヌー茶屋町プラス含む 

ブリーゼブリーゼ 10,000 ㎡  

イーマ 7,566 ㎡  

エスト 6,872 ㎡  

ヒルトンプラザ ウエスト 7,825 ㎡  

ハービス 
プラザエント 27,624 ㎡  

ＯＳＡＫＡ 8,595 ㎡  

グランフロント大阪 44,000 ㎡  

エキマルシェ大阪 4,500 ㎡  

梅田オーパ 3,200 ㎡  

地
下
街 

阪急三番街 38,629 ㎡

83,500 百万円

 

ディアモール大阪 7,904 ㎡  

ホワイティうめだ 13,988 ㎡  

大阪駅前 
ビル 

第１ビル 8,153 ㎡  

第２ビル 7,179 ㎡  

第３ビル 17,074 ㎡  

第４ビル 14,417 ㎡  

合    計 594,680 ㎡ 777,500 百万円  

 

梅田街区の商業は、一般的に中心市街地レベルとしては「あらゆる業態が成立しており、空白のマー

ケットは存在しない状態」のように見えますが、21世紀型のニューモダン消費の視点から見ると空白

マーケット（エアポケットマーケット）は数多く存在します。 

 

２）中心市街地で成立する商業の業態 

梅田街区における商業の空白マーケットを探索するためには、中心市街地で本来成立する商業業態

を理論的視点（世界のレベルの高い中心市街地の事例から導き出された業態モデル）から梅田街区の

商業業態を見抜くことが必要となります。 

現在及び近未来に中心市街地で成立する商業の業態モデルは次表のようになります。 
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＜超大都市の中心市街地で成立する商業施設の業態＞ 

 

  タ イ プ 内 容
事 例

東京中心街 大阪中心街

館
ス
タ
イ
ル

ト
ー
タ
ル
ス
タ
イ
ル
の
店
（百
貨
の
店
）

（総
合
百
貨
店
）

ト
ー
タ
ル
百
貨
店

ポピュラートータル
“館”

カジュアルなトータル志向の総
合百貨店

•京王百貨店
•マルイ

•プランタン銀座

•ヒカリエ

•阪神百貨店
•京阪百貨店
•なんばマルイ

ベタートータル“館”
中中～中上のベタークラスの
トータル志向総合百貨店

•三越
•大丸
•そごう

•伊勢丹
•小田急
•西武百貨店

•大丸百貨店
•阪急百貨店
•近鉄百貨店

プレステージ
トータル“館”

中上～上のプレステージクラス
のトータル志向総合百貨店

•三越日本橋店
•高島屋日本橋店

•高島屋百貨店

百
貨
店

ス
ペ
シ
ャ
リ
テ
ィ

ライフスタイル特化
トータル“館”

特定のライフスタイルやターゲッ
トに絞り込んだ上でのトータルな
百貨店

• 伊勢丹メンズ館
• 阪急メンズ館

•ダイシン百貨店
•アカチャンホンポ

•阪急メンズ館
•アカチャンホンポ

アメリカの百貨店（ノードストローム等）

カテゴリー特化
トータル“館”

特定のカテゴリー（商品グルー
プ）に絞り込んだ上でのトータル
な客層は絞り込まない百貨店

• ヨドバシカメラ

•ビックカメラ
•ユザワヤ
•東急ハンズ

• ヨドバシカメラ

•東急ハンズ
•チャスカ
•梅田ロフト

ナイキタウン、アップルストア旗艦店、バスプロショップス

Ｓ
Ｃ
ス
タ
イ
ル

ス
ペ
シ
ャ
リ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー

ニ
ー
ズ
対
応

ア
ー
バ
ン
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス

アーバンコンビニエ
ンス型“館”

中心街での利便性ニーズに対
応したスペシャリティセンター

•アトレ
•エキマルシェ大阪
•大阪駅前ビル

アーバンアップトゥ
デイト型“館”

アップグレードやハイセンスな
利便性ニーズに対応したスペ
シャリティセンター

•新丸ビル（丸ビルも）
•丸の内ブリックスクエア
•コレド日本橋 ・キッテ

•グランフロント大阪
•淀屋橋オドナ
•ブリーゼブリーゼ ・イーマ

アーバンバリュー
型”館”

中心街での価格の安さを売りと
するバリュー志向のメガストア

•ビーナスアウトレット
•ドン・キホーテ

•マーレ
•ドン･キホーテ

ア
ー
バ
ン
リ
ゾ
ー
ト
ニ
ー
ズ
対
応

アーバンコンテンポ
ラリー型“館”

中心街のスタンダードなヤング
マインドのファッション志向のス
ペシャリティセンター

•ルミネ
•パルコ

•ヘップファイブ
•ルクア
•心斎橋オーパ ・天王寺ミオ

アーバントレンド
“館”

中心街のトレンド性の高いファッ
ション志向のスペシャリティセン
ター

•ラフォーレ原宿
•小田急新宿ミロード

•エスト
•ルクアイーレ

アーバンハイエンド
“館”

中心街の高級ファッション志向
のスペシャリティセンター

•六本木ヒルズ
•東京ミッドタウン
•表参道ヒルズ

•ヒルトンプラザ ウエスト
•ハービスプラザ エント

アバンギャルド型
“館”

中心街の最先端のセクシー＆
ワイルド系のファッション志向の
スペシャリティセンター

•渋谷１０９
•ルミネエスト

•（エスト）

ニ
ー
ズ
対
応

ア
ー
バ
ン
レ
ジ
ャ
ー

アーバンレジャー
型“館”

中心街でのレジャー志向の遊
びニーズを対象としたスペシャリ
ティセンター

•東京ソラマチ
•イクスピアリ

•ユニバーサルシティウォーク
•天保山マーケットプレース

トイザらスのＮＹ旗艦店、フォーラムショップス、ザ・グローブ

アーバン飲食
アミューズメント型

“館”

中心街で飲食やアミューズメン
ト中心のスペシャリティセンター

（各種飲食レジャービル） （各種飲食レジャービル）

Ｒ Ｓ Ｃ アーバンＲＳＣ
中心街に立地する大型の総合
ＲＳＣ

•高島屋タイムスクエア
•ラゾーナ川崎プラザ
•有楽町マリオン（阪急、ルミネ）

•あべのハルカス
•なんばパークス
•大阪ステーションシティ
•あべのキューズモール

ス
ペ
シ
ャ
リ
テ
ィ
ス
ト
リ
ー
ト

地下街利便ストリート
地下街の利便性に対応したスト
リート

•八重洲地下街
•サブナード

•ホワイティうめだ
•阪急三番街
•ディアモール
•クリスタ長堀

ス
ト
リ
ー
ト
ス
タ
イ
ル

パワーストリート
有力・有名・個性派専門店の旗
艦型の店が総揃いする賑わい
とパワフルなストリート

•丸の内、有楽町ストリート
•表参道ストリート

•長堀、御堂筋ストリート

五番街、ソーホー、シャンゼリゼ通り、サードストリートプロムナード

ノスタルジー＆自然志向
ストリート

郷愁や自然志向の個性的スト
リート

•巣鴨商店街
•天神橋街区
•カッパ横丁

トレンド＆カルチャー志向
ストリート

トレンド性や文化性が特性のス
トリート

•原宿
•青山
•代官山

•堀江街区
•茶屋町街区

歓楽・エンターテインメント
ストリート

歓楽街やエンターテインメント
志向のストリート

•浅草街区
•道頓堀
•新世界

•アメリカ村
•北新地
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以上の中心市街地で成立する理論上の業態におけるポイントは次の通りです。 

①トータルスタイルの店（百貨店）のうち総合百貨店は、これから開発される阪神百貨店を加えて

ほぼ飽和状態です。しかし、特定の分野に絞り込む（客層の絞込みあるいは商品の絞込み）「スペ

シャリティ百貨店」はニューモダン消費時代のリード業態であり、今後の有望業態です。 

②スペシャリティセンターは全体的に多様な業態が立地しているため、梅田街区では準飽和状態（ほ

ぼ飽和状態）です。しかし、スペシャリティセンターのうち「アーバンレジャー型“館”」（中心

市街地でレジャー型の遊びニーズを対象としたスペシャリティセンター）は、郊外のエンターテ

インメントを越えたアーバンツーリズム対応としてニューモダン消費時代のリード業態であり、

今後の有望業態です。 

③スペシャリティストリートは、梅田街区では地下街利便ストリートが数多く立地しており飽和状

態にあります。しかしながら、オープンエアでのストリートタイプの商業ストリートは梅田街区

には存在していません。ニューモダン消費時代及びアーバンツーリズム対応の商業街区が世界の

商業街区になるためには、「パワーストリート」は欠くことのできない商業業態です。 

 

３）梅田街区で近未来に必要となる商業の業態 

梅田街区の商業は超・大繁華街としての潜在力を持っています。現在、阪急うめだ本店の建て替え

が行われており、さらに「梅田北ヤード第２期計画」「郵政跡地利用計画」「大阪駅前ビル建て替え計

画（？）」が進行中です。商業の観点から見ると、「梅田北ヤード第２期計画」と「郵政跡地利用計画」

が梅田街区における商業の近未来での姿づくりに大きな影響力を持っています。 

近未来から見ると、前述したように３つのタイプの商業業態が必要です。 

・スペシャリティ百貨店（館） 

・アーバンレジャー型スペシャリティセンター（館） 

・パワーストリート 

①スペシャリティ百貨店（館） 

梅田街区で総合百貨店は完璧な状態です。しかし、アメリカと比較して遅れているのがスペシャ

リティ百貨店です。スペシャリティ百貨店には２つのタイプがあります。 

ｲ．ライフスタイル特化スペシャリティ百貨店 

特定の客層に絞り込んだ上で、その絞り込んだ客層に“百貨”を提供するスペシャリティ百

貨店です。日本では消費の成熟化が遅れていたため、今後の日本における消費の成熟化（ライ

フスタイルの多様化）が進展すると、ニューモダン消費時代の中心市街地立地での有望業態と

なります。 

ﾛ．カテゴリー特化スペシャリティ百貨店 

特定の商品に絞り込んだ上で、逆に客層は絞り込まずに幅広い客層に対応するスペシャリ

ティ百貨店です。このカテゴリー特化スペシャリティ百貨店は、日本でもある程度出現してい

ますが進化のレベルが浅く、今後のニューモダン消費時代に続々と中心市街地立地に出現す

る業態です。ただ、カテゴリー特化スペシャリティ百貨店は商品を特化した“百貨”であるた

め、１つの街区に１つのタイプの商品特化した業態しか成立しません。 

②アーバンレジャー型スペシャリティセンター（館） 

アーバンレジャー型スペシャリティセンターは、レジャリーニーズに対応した買物よりもむし

ろ、遊び機能を強化した都市型商業施設です。アーバンツーリズムやニューモダン消費の中心市

街地での受け皿として、異次元空間ならびに観光志向の強い商業施設であり、超・大繁華街を形

成するための“遊び”の受け皿として是非とも必要です。 
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③パワーストリート 

パワーストリートは、超・大繁華街を形成するために是非必要な商業機能です。パワーストリー

トは、アメリカの五番街やソーホーのようなオープンエアの街並み型商業街区で、まさにランブ

リングショッピング（ブラブラ歩きをしながらショッピングする）の商業ストリートです。そこ

には有力・有名専門店やエンターテインメント施設、飲食・カフェ施設などが並び、文字通り世

界に誇るパワーストリートであり、梅田街区に是非必要でありながら現在は存在していない有望

業態です。 

 

以上の梅田街区の商業にとって有望な商業業態の受け皿は次の通りと考えられます。 

梅田北ヤード第２期計画 郵政跡地利用計画 

パワーストリート 

(都市型公園を中核とし、周辺の 

高層ビルを借景とするストリート) 

スペシャリティ百貨店（２つのタイプ） 

アーバンレジャー型スペシャリティセンター 

↓ ↓ 

事  例 事  例 

サードストリートプロムナード 

ザ･グローブアットファーマーズマーケット 

サンタナロウ 

ニューベリーストリート 

パールストリートモール 

ナイキタウン 

アップルストア旗艦店 

バスプロショップス 

トイザらスニューヨーク旗艦店 

 

 

（４）超・大繁華街の６つの“Ａ” 

梅田街区を超・大繁華街にするためには、私は次の「６つの“Ａ”」が必要と考えています（ＳＣの

モール型ＲＳＣ同様です）。 

“Ａ” “Ａ”のタイプ 内 容 

第１の“Ａ” ア メ ニ テ ィ 快適性と居心地感のある街（モール） 

第２の“Ａ” ア メ イ ジ ン グ 驚きと斬新さのある街（モール） 

第３の“Ａ” アミュージング 遊びと楽しみのある街（モール） 

第４の“Ａ” ア テ ン シ ョ ン 注目する何かがある街（モール） 

第５の“Ａ” アトモスフィア 異次元の雰囲気のある街（モール） 

第６の“Ａ” ア ク テ ィ ブ 活発な動きを感じる街（モール） 
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参  考  資  料 

中
フラッグ

央
シップ・

駅
ステーション

理 論!! 

商業的に見るとアメリカには都心がなく郊外商業のみ、また、交通手段として大量交通手段と徒歩・

自転車手段がなく車手段のみの社会です。それゆえに、アメリカでの商業立地は郊外に限定されます。

日本は都心商業と郊外商業が平行して成立しており、また交通手段として、大量交通手段と徒歩・自転

車手段と車手段の３つが存在します。その中で日本では商業立地として駅（ステーション）立地が重要

な位置づけとなります。アメリカではスペシャリティセンター（専門店の集合体のＳＣ）が少なく、日

本ではスペシャリティセンターが非常に多いのは、駅立地の集客に依存するＳＣが多いからです。 

駅が持つマーケットは「駅の乗降客マーケット」、「駅勢圏マーケット」（駅を利用する人々の居住地及

び事業所・学校の存在するマーケット）、「鉄道の沿線マーケット」（駅の位置する鉄道沿線の居住者・事

業所・学校等の存在するマーケット）の３つのタイプがあります。駅立地で商業施設を開発する際には、

これらの「駅の乗降客マーケット」「駅勢圏マーケット」「鉄道の沿線マーケット」の３つのマーケット

の規模や特性を客観的に評価して戦略を構築します。 

しかし、駅によっては上記のマーケット特性以外に潜在的な可能性を持った駅が存在し、その潜在的

可能性を活用すると大きなビジネスチャンス（ボーナス効果）のある商業開発ができます。このような

潜在的な立地上のボーナス効果のある駅を「中央駅」と言います（六車流：流通・マーケティング理論）。

この中央駅とは、「地域の人々が誰でも、潜在的に、ここがこの地域の中心であると感じる“場”となる

駅」であり、歴史的背景（昔からここが地域の中心）と現実的な駅が持つ集客性の２つのタイプがあり

ます。 

（１）地方の県都の中心駅としての中央駅 

地方には旧国鉄（現在のＪＲ）時代に建てられ1960年代まで歴史的な交通の中心であった県都の“駅”

があります。この県都の駅は、車社会の中で乗降客のポジショニングは低下していますが、知名度は高

く潜在的に県全体の出入口の位置づけにあり、ここが地域の中心であると感じる“場”としての“駅”

です。それゆえに商業的には、開発の規模やコンセプトの策定においては駅の乗降客を基準とするので

はなく、駅の持つ「潜在的中心機能」を基準として開発・リニューアルすると大きなボーナス効果のあ

るビジネスチャンスが生まれます。それゆえに、県都の中央駅での商業開発における開発コンセプトは

「１つの県で１つしか成立しない唯一の商業開発」とすると成功します。 

（２）大都市圏における鉄道会社の母艦駅としての中央駅 

３大都市圏にはＪＲや私鉄が網の目のように交通体系を形成しています。その中で、都心から郊外へ

結ぶ放射線状の鉄道の出発駅があり、その駅は乗降客のみならず駅勢圏マーケットや沿線マーケットも

大規模に存在します。しかし同時に、歴史的に誰もがここが地域（沿線）の中心であるとの潜在的認識

を持ち、地方の県都の中央駅と同様にボーナス効果のあるビジネスチャンスが期待できる“場”として

の“駅”です。 

このような大都市圏の駅のことを「母艦駅」（マザーシップ・ステーション・鉄道会社の基幹駅）と呼

びます。例えば、新宿街区では小田急の母艦駅に位置する小田急百貨店、京王の母艦駅に位置する京王

百貨店、ＪＲの母艦駅に位置する高島屋百貨店は強力な伊勢丹百貨店の競争下で母艦駅としての強みを

持って成立しています。 

都心商業と郊外商業が互いに棲み分けする時代（21世紀の商業構造）において、中央駅の持つ潜在的

パワー（乗降客マーケットをはるかに上回る潜在的パワー）を活用した商業施設づくりは消費者の買物・

飲食・遊びニーズを高次元で満足させるニューモダン消費の旗手となります。 

 


